様式第２号
事業計画書
１　事業類型

該当するものに印をつけてください(複数回答可)　

承認済みの経営革新計画を事業計画とする場合には、申請書類の別表1の「新事業分野の類型」に合致するものを選択してください。

	既存事業とは異なる新たな事業
	既存事業の高度化に資する事業

	□新商品の開発又は生産　

□新役務の開発又は提供

□新事業分野への進出
	□商品の新たな生産又は販売の方式の導入

□役務の新たな提供の方式の導入


　　

２　事業計画名等

	事業計画名(注1)
	事業期間　

	
	□補助事業期間２年、フォローアップ期間1年の計３年

□補助事業期間１年、フォローアップ期間1年の計２年

※該当するものに印をつけてください。


　  注1　承認済みの経営革新計画を事業計画とする場合には、「事業計画名」欄に、経営革新計　　　　

画のテーマ名を記入すること

３　事業計画の内容等

  (1)当社の現状と経営課題

　　 ア　財務分析

　　　   必要事項を記載したローカルベンチマークシート（財務分析）又はそれに相当するもの

を添付してください。

　　 イ　現在の事業内容

ウ  自社の強み・弱み等

	内部環境
	強み
	弱み

	
	
	

	外部環境
	機会
	脅威

	
	
	


ウ　経営課題 ※今回の事業計画につながる経営課題を記載してください。

　　

　(2)事業計画の具体的内容

　　 ※既に計画の実現に取り組んでいる場合には、取組状況についても記載してください。

　(3)事業計画の新規性等

　　ア　新規性　

※既存事業や同業他社等と比較して、どこに新規性があるのか記載してください。　

　　イ　ターゲットとする市場(ニーズ)

    ウ  販売又は提供方法

　　　　※新たに取り組む事業をどのようにして自社の売上増につなげていくのか記載してください

　(4)事業実施スケジュール

　　 ※新たに取り組む事業の企画/開発から商品化/製品化、収益化までに取り組む事項を記載し

てください。

	
	実施項目
	実施時期
	実施内容

	1年目
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	2年目(注)
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	フォローアップ

期間
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


     (注)事業計画期間が３年間の場合のみ記入してください

(5)事業の実施方法(実現可能性)

　ア　事業実施体制（人材、事務処理能力、社外協力体制等）

　　　※ソフト開発等自社だけでは対応できない実施項目についてはその対応方法も記載してく

ださい。

　イ　事業計画の実施に必要な許認可や届出

　　※いずれかに印をつけてください。また、「あり」の場合には、その内容を括弧内に記載ください。

　　　□あり(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)　

　　　　　□なし

４　目標とする経営指標の状況(別紙添付のこと)

　　※別紙を作成し、付加価値額及び一人当りの付加価値額を算出してください。

　　※「直近期末」欄は、直近の決算書類から作成してください。「最終年度」欄は、事業期間終了後に最初に迎える決算期を想定して記載してください。　

　　

　　《事業者全体計画》　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、人、％）

	区　分
	直近期末

（　年　月）
	１年目

（　年　月）
	２年目

（　年　月）
	３年目
（　年　月）
	最終年度

（　年　月）
	伸び率

(%)

	売上高
	
	
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	
	
	

	人件費
	
	
	
	
	
	

	減価償却費
	
	
	
	
	
	

	付加価値額
	
	
	
	
	
	

	一人当たりの

付加価値額
	
	
	
	
	
	

	従業員数
	
	
	
	
	
	


　　《補助事業関係分計画》　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、人、％）

	区　分
	直近期末

（　年　月）
	１年目

（　年　月）
	２年目

（　年　月）
	３年目
（　年　月）
	最終年度

（　年　月）
	伸び率

(%)

	売上高
	
	
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	
	
	

	人件費
	
	
	
	
	
	

	減価償却費
	
	
	
	
	
	

	付加価値額
	
	
	
	
	
	

	一人当たりの

付加価値額
	
	
	
	
	
	

	従業員数
	
	
	
	
	
	


　　※直近期末から最終年度までが４期となる場合、３年目欄を使用する

　　

付加価値額の算出根拠
　 

　 　付加価値額の算出根拠                             (単位：千円) 
	
	直近期末
	最終年度

	営業利益
	
	

	人件費
	
	

	減価償却費
	
	

	リース料
	
	

	賃借料
	
	

	付加価値額計
	
	


    ※人件費については、下表から転記してください。

※減価償却費の算出にリース料、賃借料を算入する場合は、記載してください。

　　　人件費等の算出根拠                                            (単位：千円) 
	
	直近期末
	最終年度
	備考

	役員報酬
	
	
	

	役員賞与
	
	
	

	給与手当
	
	
	

	賞与
	
	
	

	他手当(給与所得)
	
	
	

	退職手当
	
	
	

	法定福利費
	
	
	

	福利厚生費
	
	
	

	他手当(給与所得外)
	
	
	

	人件費計
	
	
	


※製造原価報告書における労務費も算入して下さい。

従業員数  　　　　　                             (単位：人) 
	
	直近期末
	最終年度

	人数
	
	


     ※役員、家族を含めた従業員数を記載して下さい。

　　　

　　

　

付加価値額の算出根拠
付加価値額の算出根拠                             (単位：千円) 
	
	直近期末
	最終年度

	営業利益
	
	

	人件費
	
	

	減価償却費
	
	

	リース料
	
	

	賃借料
	
	

	付加価値額計
	
	


　　　※人件費については、下表から転記してください。

　　　※減価償却費の算出にリース料、賃借料を算入する場合は、記載してください。

営業利益の算出根拠                                (単位：千円) 
	青色申告決算書の科目等
	直近期末
	最終年度

	eq \o\ac(○,22)利子割引料
	
	

	eq \o\ac(○,33)差引金額
	
	

	営業利益計
	
	


人件費等の算出根拠                               (単位：千円) 
	青色申告決算書の科目等
	直近期末
	最終年度

	eq \o\ac(○,19)福利厚生費
	
	

	eq \o\ac(○,20)給料賃金
	
	

	eq \o\ac(○,38)専従者給与
	
	

	人件費計
	
	


従業員数  　　　　　                             (単位：人) 
	
	直近期末
	最終年度

	人数
	
	


　　※役員、家族を含めた従業員数を記載して下さい。

　

別紙【法人用】





別紙【個人用】
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